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【基準Ⅰ 建学の精神と教育の効果】 

 

［テーマ 基準Ⅰ-A 建学の精神］ 

 

［区分 基準Ⅰ-A-1 建学の精神を確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 建学の精神は短期大学の教育理念・理想を明確に示している。 

（2） 建学の精神は教育基本法及び私立学校法に基づいた公共性を有している。 

（3） 建学の精神を学内外に表明している。 

（4） 建学の精神を学内において共有している。 

（5） 建学の精神を定期的に確認している。 

 

＜区分 基準Ⅰ-A-1 の現状＞ 

（ａ）現状 

子ども学科では、本学独自の教育理念として建学の精神である「知育・徳育・体育の

鼎立と調和のとれた人間形成」に基づき教育目的・目標を定めている。それを受け教育

目的を、「幅広い知見と豊かな教養を備え、子どもに関わる専門的な知識・技能と実践

力を修得し、社会に対する向上心や探求心を身につけた、保育・教育の分野に広く携わ

る人材の育成」と設定し、知識・技能のみならず豊かな心をもって社会に貢献できる人

材育成に努めている。また、教育目的が達成されるよう５つの教育目標を定め、それら

に基づく３つのポリシー及び学習成果の相関関係を明確にするために相関図や体系図

を作成している。入学式後に入学生や保護者を対象に説明会を開催し、本学の教育方

針への理解を図っている。また、１年生の保護者を対象に、今年度は７月に保護者懇談

会を開催し、本学の教育目的・目標や各学年の課題について説明し、本学科の教育活動

の質の向上に向け支援をお願いした。 

さらに、教員自身が建学の精神を理解し、深め、教育活動で体現できるように年度当

初の学科会議において共通理解を図った。そして、前述の教育理念・目標をもとに、各

教員が「ティーチング・ポートフォリオ」に、個人レベルの目標を設定し、定期的に点

検をおこない全教員で学科の授業の質の向上に取り組んでいる。年度末には、成果や

今後の目標を記述し全教員で学科の授業の質の向上に取り組んでいる。各個人の「テ

ィーチング・ポートフォリオ」は、学科長に提出し、その後、副学長、学長等が把握す

るとともに、本学ホームページにて３年間公表している。 

また、非常勤講師への周知や理解を図るために、年度当初の学科連絡会において建

学の精神の共通理解を図ることを定例化している。 

一方、学生に対しては、入学前教育において建学の精神を説明するとともに、基礎力

プログラムⅠ・Ⅲの一回目の授業で、建学の精神と教育目的・目標の関連を説明し、今

後の大学での学びの目標を明確にし、主体的な学びがなされるよう配慮してきた。さ

らに、入学予定者については、３月末のプレキャンパスセミナーにおいて、学科長から

説明するとともに、例年作成している建学の精神に基づく教育目的・目標を明記した

「入学前教育の案内」という冊子を使い、理解を図るようにしている。 
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その他、建学の精神は、本学のホームページや大学案内等で広く社会に表明してい

る。教職員や学生には、学長よりの入学式の式辞、年度当初の教授会、教員連絡会、学

生向けオリエンテーション等で説明している。その他、学生便覧への記載、研究室や各

教室への掲示にて、学内外に周知を図っている。 

建学の精神を点検するために、長浜市や長浜市内私立保育園等とこれまでから定期

的に協議会を開催してきた。長浜市との連携協定の中では、本学の建学の精神を理解

していただいた上で、インターンシップ等の事業を継続して行っているところである。

また、長浜市内私立保育園等との協議会では、建学の精神に基づき教育目的・目標を設

定していることを説明し、現場からの意見を聴取して点検・評価を行うようにしてい

る。 

こうした取組からも、本学の建学の精神は教育基本法に基づいた公共性を有してい

ると考える。 

なお、本年度の長浜市との連携協議会は８月２５日に第１回を開催し、３月に第２

回目の開催を予定している。 

 

（ｂ）課題 

教職員だけでなく学生や保護者、内外の方とも「建学の精神」を共有するためには、

機会あるごとに表明していくことが大切であると考える。本年度も、様々な機会に、学

生や保護者に向け具体的な取り組みも含めて伝えてきたところである。しかし、普段

の全ての授業や学生支援が、建学の精神に基づき、且つ教育目的・目標を達成できるよ

うなものであるということが何よりも大切である。 

本年度は、学科の教育理念・目標を「幅広い知見と豊かな教養を備え、子どもに関わ

る専門的な知識・技能と実践力を修得し、向上心や探究心をもって保育・教育の分野に

広く携わることのできる人材の育成」とし、上記の推進に向け教員の共通理解と共通

実践を図ってきた。授業は、対面授業を実施し、以前の形態に戻ってきたが、コロナの

環境の中で学ぶ姿勢や意欲が弱っている学生も見受けられる。 

そうしたことから、どのような形式・形態においても、学生の実態に即した「授業の

質の向上」を図ることができるよう様々な機会をとらえて、建学の精神を学内で共有

し、研修を重ね、その体現に向けての取組を進めることができる体制を整えていきた

い。 

来年度も、新型コロナウイルスの関係でどのような状況になるか不確定ではあるが、

本学の「建学の精神」を共有していただくことを意識した取組をぶれることなく進め

ていきたい。 

 

［区分 基準Ⅰ-A-2 高等教育機関として地域・社会に貢献している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 地域・社会に向けた公開講座、生涯学習事業、正課授業の開放（リカレント

教育を含む）等を実施している。 

（2） 地域・社会の地方公共団体、企業（等）、教育機関及び文化団体等と協定を締

結するなど連携している。 
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（3） 教職員及び学生がボランティア活動等を通じて地域・社会に貢献している。 

 

＜区分 基準Ⅰ-A-2 の現状＞ 

（ａ）現状 

湖国カルチャーセンター主催の大学開放講座では、地域の希望者を対象として、

教養に関する内容や福祉やボランティアに関する内容など、生涯学習に結びつく領

域の講座を実施している。また、彦根長浜地域連携協議会主催の「びわ湖東北部地域

連携プラットフォーム事業」の一環として、本学の企画で「リフレッシュ講座」を開

設した。当講座は、子育て、福祉、健康づくり、語学、教養など全 6 講座を設置して

おり、オンライン動画配信も含めて多様なテーマで講座を行なった。また、保育人材

育成のため、「小児救急法講習」を開催し、本学教員および学生、保育士、保育士を

希望する高校生が参加した。 

「長浜市と滋賀文教短期大学との包括連携協定書」に基づき、定期的に協議会を

開催している。子ども学科は、昨年度に引き続き、長浜市を中心とした子育て世代を

対象に「ぶんぶんひろば」を年間 7 回実施した。 

高大連携事業では、連携協力に関する協定書に基づき実施している。連携校は、滋

賀県立長浜北星高等学校、滋賀県立彦根翔西館高等学校、学校法人松翠学園岐阜第

一高等学校、学校法人松翠学園岐阜女子高等学校の４校で、子ども学科では、「保育

の学び」をテーマに出前授業を行なった。また、滋賀県のプロジェクトとして、「令

和４年度高等学校産業人材プロジェクト事業（滋賀県教育委員会）」を、長浜北星高

等学校と本学とで協力して実施している。 

子ども学科１年生必修科目「基礎力プログラムⅠ」では、地域の子育て支援に関す

る課題として学生が社会に目を向け、課題発見への一助として、長浜市教育委員会

事務局幼児課から講師を招聘し講演の機会を設けた。子ども学科２年生必修科目「基

礎力プログラムⅢ」では、入試キャリア課が中心となり就職フェアを実施した。長浜

市民間協議会の所属園にお越しいただき、園の特徴など学生が直接質問できる場を

設け、キャリア支援につなげた。この事業は特に保育士不足である長浜市に卒業生

を地元の園に就職する機会を設けるという意味で、地域社会に貢献するものであろ

う。 

 

（ｂ）課題 

新型コロナウイルス感染症の影響により、課外活動が減少しているため、感染防止

対策を講じながら課外活動を再開させることが必要である。また、任意参加のボラン

ティアについては、学生の参加人数が減少しているため、各活動について概要やその

意義についても学生に十分周知する必要がある。 

 高大連携事業では、連携協定を結ぶ高等学校の要望に対応した出前講座を行うこと

や、本学教員の専門性を活かした授業を行うことで、今後も連携を図っていく必要が

ある。 

 

［テーマ 基準Ⅰ-B 教育の効果］ 

 

［区分 基準Ⅰ-B-1 教育目的・目標を確立している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 学科・専攻課程の教育目的・目標を建学の精神に基づき確立している。 
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（2） 学科・専攻課程の教育目的・目標を学内外に表明している。 

（3） 学科・専攻課程の教育目的・目標に基づく人材養成が地域・社会の要請に応

えているか定期的に点検している。（学習成果の点検については、基準Ⅱ-A-

6） 

 

＜区分 基準Ⅰ-B-1 の現状＞ 

（ａ）現状 

建学の精神に基づき子ども学科の教育目的・目標を設定するとともに、３つのポリ

シーの関係が明確となるように、相関図を作成し、それを基に学内外に説明する場を

設けることで、関係性が理解され、教育内容の充実に資することができるよう努めて

きた。さらに、子ども学科の教育目的・目標は、本学のホームページや大学案内等で学

内外に表明するとともに、入学生や保護者には、プレキャンパスセミナーや入学式後、

７月の保護者会において説明する機会を設け本学科の教育方針への理解を図ってきた。 

また、教員・非常勤講師等に向けては子ども学科連絡会議、学生に向けては基礎力プ

ログラムⅠ・Ⅲ等でも説明してきた。その他、学生便覧への記載、研究室や各教室に掲

示し周知を図っている。 

学外への周知については、例年は、長浜市内の私立保育園・認定こども園と連携を深

め周知を図るべく、園長会や研修会に参加して学科長をはじめ教員から、建学の精神

に基づいた教育目的・目標設定の趣旨を説明したり、本学の教育活動を説明したりし

て理解に努めている。園長からは現場からの意見を聴取させていただき、教育の質の

向上に役立っている。 

また、7 月に「学内保育就職フェア」を開催し、参加された私立の園長や参加職員に

教育目的・目標を説明し、保育士養成をする上での改善点について意見交換を行った。

また学生のプレゼンテーションを見ていただき、直接学びに反映する意見をいただい

た。 

公立園については、長浜市教育委員会の幼児課及び教育指導課等へ訪問し、教育目

標に基づいた授業内容の説明をしたり、授業に講師として幼児課や公立園の園長を招

いたりして、保育士の人材育成の視点から話をお聞きし、それを本学科の育成すべき

人間像の設定に生かしてきた。 

連携協定を結んでいる長浜市や長浜北星高校には、教職員が出向き担当者や学校長

から直接意見を聴収させていただいた。 

このようにして、人材育成を進めていく上で地域の意見を収集し、それを基に教育

目的・目標の点検をするようにしている。 

 

（ｂ）課題 

 子ども学科の教育目的・目標については、建学の精神に基づき確立し、学内外に表明

している。今後も、長浜市との滋賀文教短期大学包括連携協定や長浜北星高校・彦根翔

西館高校との連携、市内私立保育園長会の先生方からのご意見、就職先のアンケート、

新たに連携協定を進めている彦根市のご意見などをもとに、子ども学科の教育目的・

目標に基づく人材養成について点検を行い、地域・社会の要請に応えられるように取
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組んでいきたい。 

さらに、建学の精神に基づき確立された学科の教育目的・目標を学生はもとより教

員に徹底し、授業の具現化を一層図っていきたい。 

 

［区分 基準Ⅰ-B-2 学習成果（Student Learning Outcomes）を定めている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 短期大学としての学習成果を建学の精神に基づき定めている。 

（2） 学科・専攻課程の学習成果を学科・専攻課程の教育目的・目標に基づき定めて

いる。 

（3） 学習成果を学内外に表明している。 

（4） 学習成果を学校教育法の短期大学の規定に照らして、定期的に点検している。 

 

＜区分 基準Ⅰ-B-2 の現状＞ 

（ａ）現状 

子ども学科の学習成果は、建学の精神及び教育目的・目標に基づき明確に定めてい

る。 

保育士養成コースと小学校教諭養成コースごとに、建学の精神及び３つの方針（デ

ィプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー）に基づ

いていることを学生便覧やＨＰ等に、学生にわかりやすく明示している。また、３つ

の方針が本学の強みや特色が反映したものとなるよう保育士養成コースと小学校養成

コースに別け検討を行った。 

教育目標及び３つのポリシーに基づく学習成果の活用の在り方について、年度当初

の学科会議に置いて、以下のことを共通理解した。 

・アセスメント・ポリシーの点検と更新 

・PROG による学習成果の測定と教育研究活動への活用 

・進路先アンケート結果の教育研究活動への活用 

・実習園・学校・施設等からの評価の活用 

学外への周知については、保護者懇談会や私立保育園との懇話会、長浜市総合教育

会議などにおいて「滋賀文教短期大学 Newsletter」等に基づき学習成果を説明し、

意見などをいただき、授業や活動等の工夫改善に生かしている。  

また、昨年度から、望ましい科目ＧＰＡを 2.00～3.00 の範囲とするとともに、望

ましい到達目標達成度を 60％以上として査定している。 

第７回教授会において、卒業生に関する集計結果の報告がなされた。卒業生の離職

率が例年と比較して低く、一人一人の学生の適性に応じた就職指導が行われた結果と

考えられる。また、卒業生に関するアンケート（就職先への就業状況調査）集計結果

の報告もなされた。その中で、本学の学生の課題として対人能力、課題解決能力の不

足を挙げられている企業が多かった。一方、企業から高評価だったことは、時間や期

限を守ったり敬語を使ったりするなどの社会マナーがしっかり身に付いているという

ことや就職後も自ら学び続ける力などであった。こうした評価を基に、本学の教育活

動を点検し、シラバスを作成する時に生かして工夫改善を図っていくようにした。ま

た、こうした結果はホームページで公開している。 
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（ｂ）課題 

学習成果については、毎年卒業生の就職先や長浜市内の園、教育委員会、高大接続

連携協定の高校、法人姉妹校等から意見をいただき、本学の教育目的・目標に基づく

教育活動が実施でき、成果が上がっているかを点検している。今後も継続して実施

し、経年比較もしながら課題をより明確にして本学の教育目的・目標に適した教育活

動の創造に努めていかなければならない。 

 

［区分 基準Ⅰ-B-3 卒業認定・学位授与の方針、教育課程編成・実施の方針、入学者

受入れの方針（三つの方針）を一体的に策定し、公表している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 三つの方針を関連付けて一体的に定めている。 

（2） 三つの方針を組織的議論を重ねて策定している。 

（3） 三つの方針を踏まえた教育活動を行っている。 

（4） 三つの方針を学内外に表明している。 

 

＜区分 基準Ⅰ-B-3 の現状＞ 

（ａ）現状 

本学の卒業認定・学位授与の方針、教育課程編成・実施の方針、入学者受入れの方

針は、建学の精神および教育理念、教育目的・教育目標に基づき定められている。こ

れら三つの方針は、平成 28 年度に全面的に見直し保育士養成コースと小学校教諭養

成コースとそれぞれに定め、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アド

ミッション・ポリシーとの相関を明らかにする体系図を作成した。令和元年度は、教

育目標である「専門的な知識・技能と実践力を身につける」を達成するために、子ど

も学科内で検討しアドミッション・ポリシーに新たに「基礎的な力を身に付けている

人」を設け６項目とした。また、昨年度令和２年度には、将来構想（経営改善計画）

を踏まえ、ステークホルダーにわかりやすく、また社会のニーズに合致するよう「教

育目的・目標」「ディプロマ・ポリシー」の改正を行った。そして昨年度は、文科省

ガイドラインを踏まえること、戦略的差別化を踏まえることを念頭に、再度三つの方

針を改変し、体系図・相関図を整理したところである。 

子ども学科では、この三つの方針を踏まえ、オリエンテーションや「基礎力プログ

ラムⅠ、Ⅲ」等の中で、学位授与の方針、教育課程編成・実施の方針について、相関

図や体系図を用いて学生に周知している。また、「長浜市と滋賀文教短期大学との協

力に関する包括連携協定書」に基づき、「基礎力プログラムⅠ～Ⅳ」において、実践

的な教育・保育指導力を高める取り組みが位置づくようカリキュラムを工夫し、社会

に貢献できる人材を育成するなどの教育活動を体系的に実施している。 

また、カリキュラム・マップにおいて、本学科のカリキュラムとディプロマ・ポリ

シーとの対応を一覧にまとめて教員や学生に示しており、各科目において３つの方針

をふまえた教育活動を実践しているところである。 

保護者に対しては、１年生の保護者説明会を開催し、学科長より卒業認定・学位授

与の方針、教育課程編成・実施の方針の説明を行った。 
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入学前教育においても、例年はプレキャンパスセミナーで入学者受け入れの方針や

学位授与の方針を伝えた。他にも入学予定者やその保護者、さらに、各高校教員を対

象に実施する入試説明会（今年度はＷＥＢを中心に）においても周知を図ってきた。 

学内外への表明については、本学ホームページや学生便覧および大学案内等に明記

することで周知を図り、教育活動の推進については、年度当初の教授会および教員連

絡会において教員の共通理解を図ることで、体系的で組織的な教育活動が行えるよう

努めている。 

 

（ｂ）課題 

今後も、三つの方針の一貫性を確保するため、ＩＲ担当において査定した学習成果

の結果を学科会議において共有し、定期的な点検を行い、教育活動への活用を一層進

めていく必要がある。また、本学ホームページや学生便覧および大学案内等に明記し

学内外に周知を図り、体系的で組織的な教育活動を行うように努める。 

 

［テーマ 基準Ⅰ-C 内部質保証］ 

 

［区分 基準Ⅰ-C-1 自己点検・評価活動等の実施体制を確立し、内部質保証に取り

組んでいる。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 自己点検・評価のための規程及び組織を整備している。 

（2） 日常的に自己点検・評価を行っている。 

（3） 定期的に自己点検・評価報告書等を公表している。 

（4） 自己点検・評価活動に全教職員が関与している。 

（5） 自己点検・評価活動に高等学校等の関係者の意見聴取を取り入れている。 

（6） 自己点検・評価の結果を改革・改善に活用している。 

 

＜区分 基準Ⅰ-C-1 の現状＞ 

（ａ）現状 

子ども学科では、学科長より、第三者評価制度の全体像を説明のうえ、子ども学科

の令和４年度自己点検・評価における課題が具体的に示された。 

また、平成 29 年度より春学期末に中間点検・評価を行い、前年度課題の達成状況

を確認し取り組むべき事項を明確にすることで、自己点検・評価活動による PDCA サ

イクルをより実効性のあるものにしていることを確認した。 

ティーチング・ポートフォリオの作成にあたり、令和４年度子ども学科教育目標

について審議を行い、教員が目指す学科の教育理念・目標を「幅広い知見と豊かな教

養を備え、子どもに関わる専門的な知識・技能と実践力を修得し、向上心や探究心を

もって保育・教育の分野に広く携わることのできる人材の育成」とした。これらの教

育目標を踏まえて教育活動に取り組み、日常的に自己点検・評価活動を行うことを

確認した。また、活動報告書や授業検討票等により、着実に PDCA サイクルに基づく

教育の充実、向上を図っている。学科に関わる事業は、各担当者が活動報告書等の資
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料を作成し、実施した後に自己点検・評価を行うことで次年度に向けた課題を明確

にした。 

 

（ｂ）課題 

 学科の事業は、各担当者が実施後に活動報告書を作成して自己点検・評価を行い、学

科会議で共有し課題を明確にしてきた。次年度も、継続して PDCA サイクルを回す取組

みを進める必要がある。また、授業や学生支援等のための研修や意見交換を積極的に

行い、教育の質の確保および向上に努める。 

 

［区分 基準Ⅰ-C-2 教育の質を保証している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

  (1) 学習成果を焦点とする査定（アセスメント）の手法を有している。 

  (2) 査定の手法を定期的に点検している。 

  (3) 教育の向上・充実のための PDCA サイクルを活用している。 

  (4) 学校教育法、短期大学設置基準等の関係法令の変更などを確認し、法令を遵

守している。 

 

＜区分 基準Ⅰ-C-2 の現状＞ 

（ａ）現状 

学習成果の査定については、全学的にアセスメントポリシーを再度策定し、学生

便覧や本学ホームページにて公開している。査定にあたっては、面談シート、教職

課程履修カルテ、GPA、単位修得状況、成績評価基準、担任面談、学生授業アンケ

ート、卒業生アンケート、進路先アンケート等により行っている。 

学生授業アンケートについては、全体集計及び総評、各学科の考察等をホームペ

ージにて公表している。さらに、各教員は、得られたデータに基づき学習成果の達

成状況を確認し、省察と改善点を記入する授業検討票にて向上・充実を図るととも

に、授業検討票を学生に公表している。 

査定については、より客観性の高い評価にするために、「基礎力プログラムⅠ～

Ⅳ」「音楽Ⅰ～Ⅲ」「器楽入門」においてルーブリック評価を実施し、学習成果の可

視化や厳格化に取り組むなど、成績評価ガイドラインをふまえ、常に成績評価の妥

当性について点検・評価を行っている。 

教育の向上・充実については、例年通り活動報告書、授業検討表、ティーチン

グ・ポートフォリオ等に取り組んでいる。これらの教育の質の向上・充実のための

取組みについても、定期的な点検の体制をさらに確立・運用し、それらの実効性を

高めるため、子ども学科会議にて、授業検討表、ティーチング・ポートフォリオ、

議事録等、短期大学基準協会の示すマニュアルを参照し、具体性や根拠をもって定

期的に資料を作成することを確認している。また、子ども学科 FD 研修会を実施

し、学務課キャリアデザイン係が取りまとめた、「卒業生に関するアンケート集計

結果報告」をもとに、本学卒業生について改善が求められる点の育成に向けた指導

法と学習成果について交流するなど、PDCA サイクルを活用した教育の質向上・充実
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に努めている。 

学校教育法、短期大学設置基準等の関係法令の変更、子ども学科における「指定

保育士養成施設」にかかる指定及び運営の基準等の関係法令等を適宜確認し、法令

遵守に努めている。 

コンプライアンス推進責任者である学科長より、子ども学科会議において法令遵

守に努めることが求められ、学生に対してもガイダンスや「基礎力プログラム」等

の授業で法令遵守について確認した。また、実習運営における法令（学内規程）遵

守に努めた。実習は、子ども学科（保育・教育実習運営委員会）として、社会に対

しての責任や質保証等も伴うため、学生や教職員が規程に基づいて活動する必要が

ある。質向上と説明責任を図るために、保育・教育実習部会、保育・教育実習運営

委員会において、保育・教育実習の規程及び内規を点検し見直しを行っている。 

 

（ｂ）課題 

日常の自己点検・評価については、活動報告書、授業検討表、ティーチング・ポ

ートフォリオ等により、常に PDCA サイクルを機能させて、教育の質的向上・充実

を図るとともに、内部質保証ルーブリックを用いて評価を行い、教育の向上・充実

を一層図ることが求められる。 

次年度も引き続き、評価の客観性やステークホルダーのニーズの視点から評価を

見直すなど、教育の質保証を図る査定の仕組みの検証を行う必要がある。 

 

【基準Ⅱ 教育課程と学生支援】 

 

［テーマ 基準Ⅱ-A 教育課程］ 

 

［区分 基準Ⅱ-A-1 短期大学士の卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）

を明確に示している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 卒業認定・学位授与の方針は、それぞれの学習成果に対応している。 

 ① 卒業認定・学位授与の方針は、卒業の要件、成績評価の基準、資格取得の

要件を明確に示している。 

（2） 卒業認定・学位授与の方針は、社会的・国際的に通用性がある。 

（3） 卒業認定・学位授与の方針を定期的に点検している。 

  

 

＜区分 基準Ⅱ-A-1 の現状＞ 

（ａ）現状 

子ども学科は、「幅広い知見と豊かな教養を備え、子どもに関わる専門的な知識・技

能と実践力を修得し、向上心や探求心をもって保育・教育の分野に幅広く携わること

のできる人材の育成」を教育目的としている。これに基づき、各課程において社会的・

国際的に通用する人材育成のための学位授与の方針を定め、本学ホームページや学生

便覧等に明示し、学内外に幅広く周知している。 
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卒業認定・学位授与の方針は、学習成果に対応させて策定しており、それを基に学生

便覧およびシラバスに卒業の要件、成績評価基準、資格取得の要件を明確に設定し審

査・評価している。卒業時には、ディプロマサプリメントを発行し、学習到達の成果を

個別に明示している。 

また、カリキュラムマップにおいて、カリキュラムとディプロマ・ポリシーとの相対

関係を明示し、成績評価については、シラバスに示された単位の認定・成績の評価方法

に基づき厳正に行っている。 

学科・専攻課程の卒業認定・学位授与の方針については、PROG の結果、進路先アン

ケート、長浜市教育委員会への「人材育成に関する聴取」内容、長浜市内私立園長会で

の意見聴取などを基に毎年学習成果の査定を行い、定期的に改善を図るようにしてい

る。 

先に述べたように、学務課キャリアデザイン係が「卒業生に関するアンケート」を実

施し、卒業生や就職先から意見を聞いている。その中では「時間や期限を守ったり敬語

を使ったりするなどの社会のマナー」「他人の話を傾聴した上で自分の意見を伝える

力」は比較的高い評価をいただいている。反面「職場で適切な議論をする力」「ピアノ

演奏や弾き歌いの音楽の技法」などは、比較的低い評価が多い傾向であった。この結果

を、秋学期の授業や来年度の授業に活かすこととし、成績評価の規準がより明確にな

るよう教職員で共有した。 

 

（ｂ）課題 

卒業生や就職先のデータが少しずつ蓄積され、学生の良さや課題が明確になってき

ている。今後も連携を図り、より多くの情報が得られるよう努め、良さを伸ばし課題と

される部分が改善されるよう取組を進めていきたい。また、状況の変化や社会のニー

ズに応じて、学習成果や客観的意見に基づく点検基準を明確に定め、ルーブリック評

価を取り入れながら妥当性の検証を行っていく。 

 

［区分 基準Ⅱ-A-2 教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）を明確に

示している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 教育課程編成・実施の方針は、卒業認定・学位授与の方針に対応している。 

（2） 学教育課程編成・実施の方針に従って、教育課程を編成している。 

 ① 短期大学設置基準にのっとり体系的に編成している。 

 ② 学習成果に対応した、授業科目を編成している。 

 ③ 単位の実質化を図り、卒業の要件として学生が修得すべき単位数につい

て、年間又は学期において履修できる単位数の上限を定める努力をしてい

る。 

 ④ 成績評価は学習成果の獲得を短期大学設置基準等にのっとり判定してい

る。 

 ⑤ シラバスに必要な項目（学習成果、授業内容、準備学習の内容、授業時間

数、成績評価の方法・基準、教科書・参考書等）を明示している。 

 ⑥ 通信による教育を行う学科・専攻課程の場合には印刷教材等による授業
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（添削等による指導を含む）、放送授業（添削等による指導を含む）、面 

接授業又はメディアを利用して行う授業の実施を適切に行っている。 

（3） 教育課程の見直しを定期的に行っている。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-2 の現状＞ 

（ａ）現状 

子ども学科の教育課程は、学位授与の方針に基づき、６つのカリキュラム・ポリシー

を作成し、コースに応じて必要な科目を設置し行っている。 

教育課程の具体的な編成や成績評価については、６つの学習成果を示し、それぞれ

の成果の達成を目指して科目を編成するとともに、短期大学設置基準に則って作成さ

れた成績評価ガイドラインに基づいて成績評価を行っている。 

また、年間に履修できる単位の上限を教務委員会で協議し決定しており、具体的に

は、CAP 制を導入し、65 単位以内の上限を設定している。 

シラバスについては、学習成果、授業内容、準備学習の内容・時間、授業時間数、成

績評価の方法・基準、教科書・参考書等を明示している。さらに、カリキュラム・マッ

プの DP をもとに身につけたい力を明示している。具体的な作成については、シラバス

作成要項に基づいて授業改善を目標に見直しを行った。 

シラバスには、教員を経歴・業績を基に適切に配置し、実務経験のある教員が担当す

る授業にはシラバスに実務経験の内容を記載している。また、成績評価方法・基準につ

いて今まで「レポート」の記載されていたものについては「レポート試験」と変更し全

授業終了後のレポートであることを明示することで、評価の明確化を図った。 

教育課程については、学期ごとに行う科目レベルの学習成果の査定を参考に、教務

委員会において重点項目を協議し、各学科での研究・研修を促し改善を図る取組みを

進めてきた。カリキュラム・マップの「身に付けたい力」を「身に付ける力」とし、そ

れぞれの項目について、◎（ディプロマ・ポリシー達成のために、特に重要な事項）〇

（ディプロマ・ポリシー達成のために、重要な事項）を原則１つ設定することとし、よ

りディプロマ・ポリシーの明確化を図っている。 

今年度、教務委員会を中心に各学科でカリキュラムツリーを作成し、関連する科目の

つながりや学習の順序を示し授業科目間の系統性を図示した。これによって、学生が全体

像を俯瞰でき、履修の順序等を理解しやすくなると考える。 

課程認定に係る科目設定についても、より専門的な知識・技能の習得を目指し、課程

認定に沿った形での授業の導入を決定し、それに伴う履修について、令和５年度のカ

リキュラムの最終確認を行った。 

 

（ｂ）課題 

今年度はなかったが、今後、新型コロナウイルス感染症感染拡大も確定な要素とし

て考えられる。その時の対応について、昨年度の実践をもとに柔軟な教育課程の編成

や効果的な授業のあり方について考えておく必要がある。 

一部の科目で導入されているルーブリック評価については、その成果や課題等につ

いて学科内で共通理解を図り、ルーブリック評価の科目を拡大し、教員と学生が評価
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基準を共有し、学習者の到達度、伸びを測る評価として活用につなげていきたい。 

［区分 基準Ⅱ-A-3 教育課程は、短期大学設置基準にのっとり、幅広く深い教養を培

うよう編成している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 教養教育の内容と実施体制が確立している。 

（2） 教養教育と専門教育との関連が明確である。 

（3） 教養教育の効果を測定・評価し、改善に取り組んでいる。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-3 の現状＞ 

（a）現状 

「学校教育法」に定められる短期大学の目的は、「深く専門の学芸を教授研究し、職

業又は実際生活に必要な能力を育成することを主な目的とすることができる」(第 108

条 1 項)とされている。短期大学は、4 年制大学同様、「教養科目と専門教育」を行なう

一方で、「職業的・実務的教育」を行っている。短期大学の特色として、多種多様な教

育分野の展開、少人数制教育、人格教育、個別教育、短期完結・集中型、地方分散型、

地域密着などが指摘されている。 

本学においても、建学の精神・教育理念に基づき設定された子ども学科では、学位授

与の方針に沿いながら、教員、保育士として身につけておくべき基本的な知識や技能

を修得させることに重点を置いた教養科目や、教員免許状取得及び保育士資格取得の

ための専門科目が設置されており、教育課程は体系的に編成されている。そして、教

務・カリキュラム委員会や子ども学科において、系統だった学びができているか等に

ついて教育課程の見直しを定期的に行なっている。 

教養科目「基礎力プログラム」において、教養教育と専門教育とを関連させた授業を

展開している。日常生活のマナーや言葉遣い、コミュニケーションの方法、保育・教育

者、社会人としての倫理観や健康管理について等「徳育」を意識した授業を取り入れて

いる。 

「基礎力プログラムⅠ」では、グループディスカッションの基礎を培い、コミュニケ

ーション能力等の育成のため、「課題解決に貢献できる理想の保育所や学校について考

える」と題して、パワーポイントを作成し、プレゼンテーションを行った。「基礎力プ

ログラム」の補習の時間を使って、保育士コースの学生には保育用語に関係した漢字

テストを、小学校コースの学生には漢検の３級以上の漢字テストを数回に分けて行な

い、アドミッションポリシーの「基礎的な力を身につける」ための漢字の習得をめざ

し、実習に向けて臨めるよう配慮した。 

「基礎力プログラムⅡ」では、PROG テストの結果の傾向を学生と共有し、各自目標

を設定して取り組んだ。また、基礎力プログラムⅠで理解した地域課題に対し、実デー

タ等を用いて、課題解決に資するデータ分析等を行い、地域の子育て支援について理

解を深めた。また子育て支援に貢献できる手づくり玩具等のキットを作成し、各支援

センターやぶんぶんひろばで配布し、保育者・教育者を目指す学生のキャリア形成に

役立てた。保護者から直接子育てについてヒヤリングする機会を得ることで、子育て

支援に貢献できることで自信となり、学習成果の向上につながった。 
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「基礎力プログラムⅠ」では、長浜市教育委員会の園長先生経験者に講演頂き、地域

課題等を間近で聞くことで、将来についての考えが持てるようにした。 

「基礎力プログラムⅢ」では、新型コロナウイルスの感染症の感染拡大の影響を受

け、直接小学校に行くことができず、「小学校 1 年生と遊ぼう」を想定した指導案を作

成し、模擬授業を行った。また、後半はスタートカリキュラムやアプローチカリキュラ

ムについてグループでプレゼンテーション資料を作成し、分科会方式で私立園の先生

方や保護者、他の学生に提案をした。園の先生方からは、実践的な質問や指導を受け、

厳しい状況の中ではあったが、深い学びにつながった。 

「基礎力プログラムⅣ」では、地域課題解決学習に取り組み、学習成果を身につけて

いく集大成として、今年度は新型コロナウイルスの感染症の感染拡大の影響を受け学

内にて学習成果発表を行い、保育者・教育者としての総合的な実践力を発揮した。 

他にも、「役立つ文章表現」などの教養教育が、保育や教育の専門的な教育に関連し

ていくものであると考える。 

教養教育の効果の測定・評価については、漢字学習など定期的に取り入れている。そ

の効果として 2 年生においては、実習ノートの誤字脱字が少なくなりつつある。１年

生についても、今後の効果を期待するところである。また、PROG テストを 1 年次の 4

月と 2 年次の 9 月に実施した。入学時と卒業時の 2 回実施することで、教養教育の効

果を評価し、より多角的に評価・改善に取り組むことが可能となる。PROG テストの結

果に基づき、SD 研修による「PROG から見る本学学生の傾向」として報告がされ、全国

の短期大学の平均と本学を比較し、教育改善に努めている。また、入学前教育にも取り

入れ、学生の学習成果の向上に努めるなど、改善に取り組んでいる。 

 

（b）課題 

 科目別 GPA の学習成果の査定をおこなうと、基礎学力の低さが見えてくる。実習評

価においても基礎学力からくる課題が関連している。引き続き漢字テスト等の取り組

みと、教養科目と学習成果の査定を連動させ、分析に基づいて改善を図っていく必要

がある。 

 

［区分 基準Ⅱ-A-4 教育課程は、短期大学設置基準にのっとり、職業又は実際生活に

必要な能力を育成するよう編成し、職業教育を実施している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 学科・専攻課程の専門教育と教養教育を主体とする職業への接続を図る職業

教育の実施体制が明確である。 

（2） 職業教育の効果を測定・評価し、改善に取り組んでいる。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-4 の現状＞ 

（a）現状 

子ども学科では、小学校教諭二種免許状、幼稚園教諭二種免許状、保育士資格、学校

図書館司書教諭資格のための法令基準を質量ともに満たす教育課程を編成している。 

１年生のキャリアデザインでは、保育士や教員として必要な基礎力（対人能力、対自
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己能力、対課題能力、処理力、思考力など）と態度（主体性、倫理観、環境適応性など）

を育成する授業に取組んでいる。自分の良さに気づいたり、友達と協力してプレゼン

テーションを行うことで、今までの自分の学びと専門性をつなぐ力を身につけ、職業

への接続を意識させている。 

また、教育実習や保育実習での経験をもとに「教職実践演習」と「保育実践演習」の

授業を通して、保育士や教員という職業につなげていくようにしている。 

そのうえで、本学独自の特色ある取り組みとして以下の 3 点が挙げられる。いずれ

も長浜市との地域連携事業の一環である。評価については、学生や参加者を対象にア

ンケートを実施し、その結果を次年度に反映させている。 

①「ぶんぶんひろば」として学生主導の企画運営を基調とした未就園児向けの子育て

支援活動を行っている。昨今の新型コロナウイルス感染症の影響を受け、一昨年度

は中止となり、昨年度も実施できたのは１回のみとなってしまった。しかし、今年度

は、新型コロナウイルス感染症に対する社会情勢の変化や対応力の向上などを踏ま

えて、事前予約制としたものの中止することなく全ての回で開催することができた。

開催するにあたっては学生および教職員の体調管理の徹底と参加者から検温、手指

消毒などの協力を得ることができた。これにより学生の主体性や積極性、子どもや

保護者とのコミュニケーション力の向上につながった。 

②長浜市の私立保育園関係者を学内に招いて、基礎力プログラムⅢの成果発表会と本

学独自の保育就職フェアを開催した。成果発表では、アプローチカリキュラムとス

タートカリキュラムについて、学生が考えたことを分科会方式で、保育関係者の方

や学生にプレゼンをした。保育就職フェアでは、各私立園の保育理念や経営方針に

ついて、就職を希望する学生が園関係者の話を直接伺うことができる貴重な機会と

なった。 

③学校園インターンシップとして、1 年次春学期の 6 月から 9 月の期間で、長浜市内の

小学校・幼稚園・保育所・認定こども園（以下、学校園とする）で 16 時間のインタ

ーンシップを実施している。これは、子どもや教職・保育職についての理解を深め、

教員や保育士としての実践力を養うために学校園での体験的な活動を行い、教育・

保育実習や仕事に対しての心構えや意欲を持つことを目的としている。今年度は新

型コロナウイルス感染症の影響を受けることが少なく、実施することができた。実

際にインターンシップを行うことで、学校園に対し（インターンシップの）依頼から

参加までの一連の流れを経験することができた。そのため、教育・保育実習や仕事を

する際の実践的な経験をすることができた。 

 

（ｂ）課題 

  本年度は、新型コロナウイルス感染症の感染に気をつけながら、ぶんぶんひろばや

学校園インターンシップを行うことができた。ぶんぶんひろばを開催することで、未

就園児やその保護者と関わることで、実際の子どもの発達と発達に合わせた関わりの

重要性を学ぶことができた。また、職業との接続を考えると実践の機会が減ることは

学生にとって影響が大きいと思われるため、感染状況を確認しながら、引き続き開催

することができるように企画・準備し、体験の機会を減らさないような工夫をするこ
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とが求められる。今後も新型コロナウイルス感染症のみではなく、様々な社会状況を

想定しながら実践力を高められる教育活動を行えるように進めていきたい。 

  学生の学習成果については、ルーブリック評価を行い、評価基準の明確化を図って

いる。今後も評価基準を精緻化させ、学習成果を明確な基準のもと評価できるように

していきたい。 

 

［区分 基準Ⅱ-A-5 入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）を明確に示し

ている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 入学者受入れの方針は学習成果に対応している。 

（2） 学生募集要項に入学者受入れの方針を明確に示している。 

（3） 入学者受入れの方針は、入学前の学習成果の把握・評価を明確に示してい

る。 

（4） 入学者選抜の方法は、入学者受入れの方針に対応している。 

（5） 高大接続の観点により、多様な選抜についてそれぞれの選考基準を設定し

て、公正かつ適正に実施している。 

（6） 授業料、その他入学に必要な経費を明示している。 

（7） アドミッション・オフィス等を整備している。 

（8） 受験の問い合わせなどに対して適切に対応している。 

（9） 入学者受入れの方針を高等学校関係者の意見も聴取して定期的に点検してい

る。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-5 の現状＞ 

（ａ）現状 

入学者受け入れの方針（アドミッション・ポリシー）については、ディプロマ・ポ

リシー、カリキュラム・ポリシーと一体的なものであり、子ども学科では、それらと

対応させながら教育目標ごとに学習成果を示している。 

２０２３年度入学生より、入試区分を総合型選抜（育成面談型Ⅰ期Ⅱ期）、学校推

薦型選抜（指定校型、公募型Ⅰ期（対面）公募型Ⅱ期（オンライン））、一般選抜、社

会人選抜、委託訓練生選抜で選抜を行っている。入学者受け入れの方針や選抜方法に

ついては、ホームページ、学生便覧、大学案内、募集要項、大学ポートレート等で明

示している。また、入学者受け入れの方針を受験生に分かりやすく示すため、令和４

年度から入学者対象アドミッション・ポリシーを改訂して、学生募集要項に示した。 

入学前の学習成果の把握・評価については、方針の中で求めている力を具体的に示

すとともに、それぞれの入試において入学者受け入れの方針に基づいた評価基準によ

り、入学に向けた確かな意志を確認し適正に測るよう努めている。 

入学金、授業料、教育充実費、その他入学時及び在学中にかかる経費を学生募集要

項に詳しく示している。アドミッション・オフィスやセンターという名称の組織はな

いが、受験の問い合わせなど入試や広報の業務については、入試広報課が業務にあた

っている。 
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（ｂ）課題 

 学科および委員会等の各部署での協議をふまえ、入学者受け入れの方針を協議した

ことにより、アドミッション・ポリシーは受験生に分かりやすく明確なものに改善さ

れてきているといえる。今後も、多様化する地域の要望や学生の期待に適切に対応で

きるように体制を構築していく必要がある。  

地域や学生等への周知の仕方についても、より多面的な工夫が求められる。そのた

めにも、大学内だけでの協議ではなく高校や地域行政との連携や情報交換を拡大・充

実させ、互いに学びあう中で本学の受け入れ方針の明確化を図っていく必要がある。 

 

［区分 基準Ⅱ-A-6 短期大学及び学科・専攻課程の学習成果は明確である。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 学習成果に具体性がある。 

（2） 学習成果は一定期間内で獲得可能である。 

（3） 学習成果は測定可能である。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A-6 の現状＞ 

（ａ）現状 

子ども学科の学習成果は、毎年度、FD 委員会でその内容・査定材料を研究協議

し、保育、幼児教育並びに小学校教育の分野に広く携わる人材を育成するために必

要と考える力を具体的に示している。それらは、知識・技能はもとより、使命感や

倫理観といった内面的な力や他者と協働する力、課題発見力や課題解決力といっ

た、今教育分野で求められている力である。資格を取得した多くの卒業生が、保育

士や幼稚園教諭、小学校教諭等を始め保育・教育分野で活躍できる、現場に即した

具体性のあるものと考えている。 

こうした学習成果は、学位授与の方針に対応したカリキュラムの各科目を履修す

ることで、シラバスに示された到達目標に沿った学習を行い、２年間の在籍期間で

獲得することが可能である。また、「学習成果の査定に基づいた教育改善の流れ」

を作成し、職員の共通理解を図っており、一定期間内でも計画に沿って獲得するこ

とが可能である。 

成績評価についても、科目によりルーブリック評価を導入するなど、この到達目

標に沿って厳格になされており、教員、学生ともに各々の成果について測定が可能

である。また、GPA の導入や PROG テストを実施し、それらを教学 IR 担当が分析す

ることで、現状を客観的・具体的に把握している。併せて、学生の意識を問う学習

行動調査や学習成果に係る自己点検、外部の評価を得るための卒業生への進路先ア

ンケートを実施し分析することで総合的な学習成果の測定を行った。 

 

（ｂ）課題 

成績評価においては、ルーブリック評価の実施を検証し、見直しを行うととも

に、教学マネジメントの一層の確立が必要である。FD 委員会や教務委員会を中心に

ルーブリック評価の検証を行うなど、引き続き客観性のある適正な評価の実施を推
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進する。また、教学 IR 担当の機能を充実させ、学習成果を多面的に測定・分析す

る仕組みを定着させるとともに、取組みについての成果と課題の分析を行い、測定

方法や分析方法について改善を図ることが求められる。 

 

［区分 基準Ⅱ-A-7 学習成果の獲得状況を量的・質的データを用いて測定する仕組

みをもっている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） GPA 分布、単位取得率、学位取得率、資格試験や国家試験の合格率、学生の

業績の集積（ポートフォリオ）、ルーブリック分布などを活用している。 

（2） 学生調査や学生による自己評価、同窓生への調査、インターンシップや留学

などへの参加率、大学編入学率、在籍率、卒業率、就職率などを活用してい

る。 

（3） 学習成果を量的・質的データに基づき評価し、公表している。 

＜区分 基準Ⅱ-A-7 の現状＞ 

（ａ）現状 

 子ども学科の学習成果の獲得状況の測定については、本年度も量的にも質的にも

データを収集している。 

 科目レベルの学習成果の査定については、FD 委員会において獲得状況の査定の基

準となる査定表を作成し、学期ごとに学生に実施している授業評価アンケート結果

を踏まえて各教員が科目ごとに査定を行い、量的・質的データの測定に努めてい

る。 

併せて、平成 29 年度からを導入した PROG テストの客観的で詳細なデータを、教

学調査委員会が分析し、学習成果の査定に活用するとともに各学科や関係課に周知

することで効果的な活用を推進している。 

これまで累計 GPA による成績評価を実施しており、卒業や実習履修の判定に活用

するとともに学生だけでなく保護者にも説明し理解を図っている。他にも、学習行

動調査を実施し、学習時間の状況、ボランティアへの参加状況など学生の学習意欲

を計る調査を行うとともに、「卒業生に関するアンケート（就職先への就業状況調査）」

等を実施し、その分析をキャリア支援委員会で行うなど、様々な視点から学習成果

の獲得状況が把握できるよう工夫している。 

なお、公表については、本学ホームページ上にて令和 3 年度自己点検・評価報告

書を公開している。また、令和 4 年度の結果については、令和 5 年 3 月を目途に公

表を予定している。 

 

（ｂ）課題 

本学は、学生数が少ないことから、量的データには限界がある。数値データに併

せて聞き取り調査等を計画的に実施し、質的なデータの確保に努めることが求めら

れる。 

外部からのデータの収集については、引き続き、協力いただく進路先を増やすな

ど、より多くのデータの収集ができるようにする。 
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［区分 基準Ⅱ-A-8 学生の卒業後評価への取り組みを行っている。］ 

 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 卒業生の進路先からの評価を聴取している。 

（2） 聴取した結果を学習成果の点検に活用している。 

 

＜区分 基準Ⅱ-A8 の現状＞ 

（ａ）現状 

学務課キャリア支援係において 2022 年 3 月卒業生における「就職先アンケート」を 9

月に実施した。42 件発送中、返送は 34 件（81.0％）であった。昨年度に続き回収率は上

昇した。卒業生本人の回答率は 61.7％であった。 

卒業生について就職先から求められた改善点として比較的多かった内容は、「課題解決

能力（自ら課題を発見し、取り組み、解決する力）」「論理的思考力（具体的根拠を元に考

えたり議論したりする力）」、「リーダーシップ（他人を巻き込んで物事に取り組む力）、の

順に改善点として求められており、例年と同じ傾向であった。 

優れている点として高く評価された項目は、「時間や期限を守ったり敬語を使ったりす

るなどの社会のマナー」「就職後も自ら学び続ける力」「短期大学卒業レベルとして社会で

働く力」の順で高かった。低く評価された項目としては「職場で適切な議論をする力」

「社内や部署内全体の状況を把握した上で働く力」が挙げられていた。 

自由記述においては、「社会人のマナーや人格的に素晴らしい」「助言に対して改善しよ

うと努力している」など、称賛の言葉がある一方、自らコミュニケーションをとって解決

していこうという姿勢が問われている。 

離職者は 1 名という結果であった。 

卒業生本人の調査結果では、入職前よりも現在の満足度が低いのは約 1 割で、就職し半

年間の離職率は 1 割以下であった。入職後に大きなギャップを感じた卒業生は少なかった

ようである。学生自身の就職先の見極めと丁寧な個別指導を行ったことで減少傾向であ

る。 

聴取した結果は教授会にて周知している。また、自由記述に書かれている詳細も含め各

学科、関係課に提供し、授業改善や就職にかかるガイダンスや学生支援に生かした。ま

た、本調査結果は教学 IR 担当に提供し、教育課程レベルの学習成果の査定材料としてい

る。 

 

（ｂ）課題 

今後も継続的に卒業生に対する客観的な評価を得て、現状を改善できる学習を進めるた

めに、卒業生本人のアンケート回収率を高める工夫が必要である。職場で学生に声をかけ

てもらうなどの依頼を入れつつ、改善を図っていく。また、今後は過去 5 年間の「卒業生

に関する就業状況調査」の経年比較と新卒業生の調査結果を教授会に提出し、各学科や委

員会に示し、キャリア支援や教育改善などに活用するように働きかける。学生のもつ強み

をさらに伸ばしつつ、就職してから、やりがいと自信をもって社会に貢献できるよう、在
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学中のキャリア支援や教育改善にむけてさらに検討していくものとする。 

［区分 基準Ⅱ-B-1 学習成果の獲得に向けて教育資源を有効に活用している。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 教員は、学習成果の獲得に向けて責任を果たしている。 

 ① 教員は、シラバスに示した成績評価基準により学習成果の獲得状況を評価

している。 

 ② 教員は、学習成果の獲得状況を適切に把握している。 

 ③ 教員は、学生による授業評価を定期的に受けて、授業改善に活用してい

る。 

 ④ 教員は、授業内容について授業担当者間での意思の疎通、協力・調整を図

っている。 

 ⑤ 教員は、教育目的・目標の達成状況を把握・評価している。 

 ⑥ 教員は、学生に対して履修及び卒業に至る指導を行っている。 

（2） 事務職員は、学習成果の獲得に向けて責任を果たしている。 

 ① 所属部署の職務を通じて学習成果を認識して、学習成果の獲得に貢献して

いる。 

 ② 所属部署の職務を通じて教育目的・目標の達成状況を把握している。 

 ③ 所属部署の職務を通じて学生に対して履修及び卒業に至る支援を行ってい

る。 

 ④ 学生の成績記録を規程に基づき適切に保管している。 

（3） 短期大学は、学習成果の獲得に向けて施設設備及び技術的資源を有効に活用

している。 

 ① 図書館又は学習資源センター等の専門的職員は、学生の学習向上のために

支援を行っている。 

 ② 教職員は、学生の図書館又は学習資源センター等の利便性を向上させてい

る。 

 ③ 教職員は、学内のコンピュータを授業や大学運営に活用している。 

 ④ 教職員は、学生による学内 LAN 及びコンピュータの利用を促進し、適切に

活用し、管理している。 

 ⑤ 教職員は、教育課程及び学生支援を充実させるために、コンピュータ利用

技術の向上を図っている。 

 

＜区分 基準Ⅱ-B-1 の現状＞ 

（ａ）現状 

シラバスは Web 上に公開するとともに、シラバス作成においてはディプロマ・ポリ

シーと授業科目の関連を図っている。また、シラバスに授業の概要、到達目標、授業計

画と展開方法、成績評価の方法等を記載し、学生に示している。成績評価は授業科目の

「到達目標」に対する達成度をシラバスに規定している成績評価基準に従って各教員

が評価を厳格に行っている。 

学習成果の獲得状況については教学 IR 担当者による学習成果の査定結果、授業アン
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ケート、進路先アンケートの結果や進路先での聴取等により適切に把握している。 

授業評価、授業改善については学期末にすべての授業で授業アンケートが実施され、

教員は学生による授業評価を受けている。集計結果はポータルサイトで閲覧すること

ができ、教員は授業評価の結果を認識している。こうした学生による授業アンケート

の結果を基に、「授業検討票」（科目レベル学習成果の査定表を活用）で省察し、シラ

バスで具現化を図り授業改善のために活用している。    

授業担当者間での意思疎通、協力、調整については、学科会議や非常勤講師も含めた

年度当初の教員連絡会等を通して行っている。複数の教員が担当する授業科目や実習

ガイダンスの授業では、担当教員間で十分話し合いを重ね授業内容、評価基準につい

ての共通理解を図ったうえで授業を行っている。 

音楽は非常勤講師が多く学生の習熟度に合わせたレッスン体制なので指導法・到達

度の確認を含め、特に教師間の連携を密にしている。そのために、本学独自で「音楽連

絡会｣を開催し意思疎通を図っている。 

科目担当者が変更しても、同じ科目を大学として改善できるように、専任教員・非常

勤講師問わず、学内のサイトにて授業検討票（授業アンケート結果をふまえた授業改

善案や授業の省察）を閲覧可能とし、大学全体で授業改善を図っている。 

PROG と学生アンケートによる学生の傾向を分析し、分析結果を SD 研修会において

教職員全員に周知している。また、成績評価結果、GPA、PROG のデータを教学 IR 担当

者が測定し、教育課程レベルの学習成果の査定に活用されている。教授会でその査定

結果を教員は、把握することで、教育目的・目標の達成状況を確認した。また、積極的

に学外の意見を取り入れながら評価を実施し検討している。 

教員の学生に対する履修及び卒業に至る指導については学生が主体的に獲得すべき

学習成果を具体的にイメージできるようにカリキュラムマップを活用しながら学びの

道筋を示した履修指導を行っている。また、オフィスアワーでは、様々な学生に配慮し

た支援を随時行っている。「担任制」にて面談などを行い、きめ細かい指導及び支援を

重ねて学習へのモチベーションの向上に努めてきている。 

履修登録にかかわる指導は１年生と２年生それぞれの履修登録にかかわるオリエン

テーションが学務課によって実施されている。また、１年生は履修相談会が行われて

いる。 

学内ネットワークシステムを整備し、学生が利用できるようにしている。 

今年度もコロナ感染防止対策により、本学が整備した Chrome Book を活用している。

２月には「学生懇談会」として学習支援、授業改善について学生から意見を求め、そ

れを基に次年度に教育改善を考えていく。 

 

（ｂ）課題 

コロナウイルスの感染の拡大が続く中ではあったが、感染防止対策をしながら対面

授業を行った。しかし今後、遠隔授業を行うことになった場合も学習成果の獲得状況

に差が生まれないように、より一層個別支援の充実が求められる。 

単位を習得できない学生もいるため、面接や個別指導などこれまで行われてきた個

別対応をさらに充実させることで、学習へのモチベーションの向上に努めていきたい。 
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［区分 基準Ⅱ-B-2 学習成果の獲得に向けて学習支援を組織的に行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 入学手続者に対し入学までに授業や学生生活についての情報を提供してい

る。 

（2） 入学者に対し学習、学生生活のためのオリエンテーション等を行っている。 

（3） 学習の動機付けに焦点を合わせた学習の方法や科目の選択のためのガイダン

ス等を行っている。 

（4） 学生便覧等、学習支援のための印刷物（ウェブサイトを含む）を発行してい

る。 

（5） 基礎学力が不足する学生に対し補習授業等を行っている。 

（6） 学習上の悩みなどの相談にのり、適切な指導助言を行う体制を整備してい

る。 

（7） 通信による教育を行う学科・専攻課程の場合には、添削等による指導の学習

支援の体制を整備している。 

（8） 進度の速い学生や優秀な学生に対する学習上の配慮や学習支援を行ってい

る。 

（9） 留学生の受入れ及び留学生の派遣（長期・短期）を行っている。 

(10) 学習成果の獲得状況の量的・質的データに基づき学習支援方策を点検してい

る。 

 

＜区分 基準Ⅱ-B-2 の現状＞ 

（ａ）現状 

入学予定者に向けて「入学前教育の案内」を配布し、学科の説明や入学前教育につい

て説明を行っている。保育士養成コース、小学校教諭養成コースごとに、入学前の課

題、ピアノレッスン、プレキャンパスセミナー等の案内などを掲載している。 

学習成果の獲得に向けて各コースの基礎的な力の習得に向けた学習の方法や科目選

択のためのガイダンスを行っている。入学前教育の中で漢字学習を取り入れ、指導案

作成や授業に向けた基礎的な学力の定着を図っている。小学校教諭養成コースでは、

学力に応じて漢字検定３級以上の合格を目指し、漢字練習を課している。保育士養成

コースでは「保育の基本用語から」漢字練習を取り組ませている。基礎力プログラムⅠ

の補習で漢字（小）テストを実施し、確実な定着を図っている。「基礎力プログラムⅠ

～Ⅳ」の授業の到達目標に「汎用的力の基礎となる国語力を身につける」と記載し、学

生の目標とさせている。PROG の結果からコミュニケーション力の不足が言われている

ので、今年度は入学生にコミュニケーションに関する文章を読み、コミュニケーショ

ン不足のために失敗した自分の経験をもとにその理由を分析し、それをレポートに記

す課題を追加した。 

また、多くの学生が不安に感じているピアノレッスンは、プレキャンパスセミナー

で集団のレッスンを実施し、不安をなくすように取組んだ。授業では個別のレッスン

を実施し、学習進度と学生の目標設定に応じた授業を行っている。 
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入学への不安を取り除き、学生が入学後にスムーズに大学になじめるように、プレ

キャンパスセミナーで個別の面談を実施した。当日参加できなかった学生については

オリエンテーション中に実施した。不安に感じていることや大学で学習してみたいこ

となど、教員と直に話すことで、安心感をもちスムーズな学習活動に繋げることがで

きている。 

実習では、GPA をもとに実習への参加基準を設定し、基準に到達しない学生は実習不

可としている。実習委員会で保留になった学生に対しては、学科全体で状況を共有し

支援体制を取り、ピアノ等の実技指導や専門教科の学習支援を個別に行っている。 

また、担任制を取り入れ、数名の学生を各教員が受け持っている。基礎力プログラム

の補習の時間に個別面談を実施し、学習や生活での悩みなどの相談や指導助言を行っ

ている。学期の初め、途中、終わりなど、年間 4～5 回行い、その中で気になった学生

については学科会議等で情報を共有し、各教員が気を配りながら、日常や授業の中で

アドバイスに努めている。面談の中で、教員用の学習カルテを活用し、成績や教職科目

に関わる教員のコメントなどを参考に、個々の学びに応じ、日々の授業でより力が発

揮できるようにアドバイスを行っている。長浜市との学校推薦制度の活用やその他就

職に関わる支援やアドバイスも積極的に行い、個々の適性が十分に発揮できるように

努めている。 

学習成果の獲得状況の量的・質的データに基づいた学習支援を行うために、学習行

動調査アンケート、PROG などを実施している。本学の学生は、課題発見力や情報を読

み取り解決する力、コミュニケーション力などが弱いことがわかり、授業の中で学習

の動機付けや意欲を喚起するような導入の工夫、アクティブラーニング等を意識した

授業を実施し、FD 研修で授業について情報を交流し、質の向上に取組んでいる。 

 

（ｂ）課題 

学習行動調査及び PROG の結果について SD 研修を行い、学習支援を行う上で大いに

参考となった。 

実践した授業をもとに「指導法とそれに伴う学習成果」について FD 研修を行い、課題

解決力、論理的思考力、対人能力などの育成に向けた指導法とそれに伴う学習成果に

ついて交流をした。 

・２年間の学びで、学生の協働性は大きく育つ。基礎力プログラムⅠから取組んでき

たことが、学生の力として積み上がっているのが、今回の研修で確認できた。 

・学生同士が話し合い、課題を解決し、発表することは大切であるが、人前で話をす

ることが苦手であるという学生もいる。グループでの活動や一人一役の発表などで

経験を積み、次第にうまくできるようになり、意欲的な態度に変わってきて成長を

感じる。聞く相手を意識した発表が求められるが、基礎力プログラムやぶんぶんひ

ろばの取組を通して、個々の成長が実感できた。 

・学生の学びを支える上で、グループでの協力も評価することが大切である。人間関

係でうまくいかないこと、あまり知らない友だちでも、同じグループで活動するこ

とで、新しい持ち味を発見したり、つき合い方を見つけたりしている。入学当初は

ギクシャクしていた関係が、次第に落ち着いてそれなりに活動できるようになる。 
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など、多くの実践を交流し、学習支援の方策等を点検することができた。 

さらに実践的な取組みとなるよう、基礎的な学力や実践的な力などをつけるための

質の高い授業を目指して、教職員が連携を図りながら学習支援に当たっていきたい。 

 

［区分 基準Ⅱ-B-3 学習成果の獲得に向けて学生の生活支援を組織的に行ってい

る。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 学生の生活支援のための教職員の組織（学生指導、厚生補導等）を整備して

いる。 

（2） クラブ活動、学園行事、学友会など、学生が主体的に参画する活動が行われ

るよう支援体制を整えている。 

（3） 学生食堂、売店の設置等、学生のキャンパス・アメニティに配慮している。 

（4） 宿舎が必要な学生に支援（学生寮、宿舎のあっせん等）を行っている。 

（5） 通学のための便宜（通学バスの運行、駐輪場・駐車場の設置等）を図ってい

る。 

（6） 奨学金等、学生への経済的支援のための制度を設けている。 

（7） 学生の健康管理、メンタルヘルスケアやカウンセリングの体制を整えてい

る。 

（8） 学生生活に関して学生の意見や要望の聴取に努めている。 

（9） 留学生が在籍する場合、留学生の学習（日本語教育等）及び生活を支援する

体制を整えている。 

(10) 社会人学生が在籍する場合、社会人学生の学習を支援する体制を整えている。 

(11) 障がい者の受入れのための施設を整備するなど、障がい者への支援体制を整え

ている。 

(12) 長期履修生を受入れる体制を整えている。 

(13) 学生の社会的活動（地域活動、地域貢献、ボランティア活動等）に対して積極

的に評価している。 

 

＜区分 基準Ⅱ-B-3 の現状＞ 

（ａ）現状 

子ども学科では、学生の生活支援のために教職員による学生支援体制を整備してい

る。学生の生活支援のための教職員組織として、学務課と総務課及び学科内に各担当

係を配置している。これらの担当課に加えて、FD 委員会、キャリア支援委員会、学生

委員会を中心に教職員が相互に連携を取りながら学生指導等を組織的に行っている。 

クラブ活動、学園行事、自治会など、学生が主体的に参画する活動が行われるよう支

援体制を整えている。 

具体的な学生生活における組織的な支援として、入学以前となる 3 月下旬にプレキ

ャンパスセミナーを開催している。内容としては、教員紹介・学科紹介・ピアノレッス

ン・個人面談・レクリエーションであり、入学予定者の入学後の不安軽減・学生間交流

を目的としている。 
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次にオリエンテーション等、入学時にガイダンスを行っている。入学時オリエンテ

ーションでは、『学生便覧』を基に学生生活に関する事項の説明をしている。入学時オ

リエンテーション以外にも、携帯電話・スマートフォンや SNS のトラブルに関する注

意・交通安全・悪徳商法・防犯について等、学生の注意喚起を図っている。なお、子ど

も学科では学外実習の前には実習オリエンテーションの時間を設け、実習に関わる事

項のみならず学生生活に関しても実習担当から学生に向け注意喚起を図っている。 

学生の課外活動は、教職員が臨席し適宜アドバイスを与えるなどの支援を行ってい

る。サークル活動については、各部の顧問（教員が担当）が活動の支援に当たってい

る。令和 4 年度は、リラクゼーションサークル（5 名）・軽音サークル（8 名）・文芸サ

ークル（5 名）の 3 部がある。また、全ての学生は入学と同時に「滋賀文教短期大学学

生自治会」の会員となる。学生自治会員は学生自治会執行委員・翠湖祭（大学祭）実行

委員として学内のイベント運営に参加することができる。学生自治会執行委員は学生

自治会主催の行事を企画・運営する委員で、自治会長をはじめとする役員を中心とし

たメンバーで活動しており、年度当初に委員となる学生を募集している。学生自治会

が実施したイベントは、七夕まつり（7 月 7 日）・月見イベント（9 月 30 日）・翠湖祭

（大学祭、10 月 29 日）・クリスマス会（12 月 14 日）であった。翠湖祭実行委員は毎

年秋に開催される大学祭の企画・運営をする委員で、執行委員を中心としたメンバー

で活動しており、イベントの開催に応じて不定期に委員となる学生を募集している。

翠湖祭では毎年、学科による成果発表、ゼミやサークルによる展示や発表、模擬店など

学生・教職員・卒業生・地域住民の連携により大きな盛り上がりを見せている。昨年度

まで 3 年間は新型コロナウィルス感染症感染拡大の影響を受け中止となったが、今年

度は感染症対策を講じたうえで、開催となった。基本的な感染症対策（日常の健康チェ

ック・検温・消毒・マスクなど）を行ったうえで、大学関係者のみ参加であった。翠湖

祭におけるイベントとして、各種コンテスト（カラオケバトル・お箸早割り・豆つかみ

大会）・有志発表（軽音サークル演奏・カラオケ）・先生の幼少期写真クイズ・謎解きス

タンプラリー・販売（感染症対策のため、お菓子やジュースといった既製品の販売）が

行われた。 

学生食堂、売店の設置等、学生のキャンパス・アメニティについて、特に学生生活に

おける日々の食事は学習や課外活動の重要な要素である。本学では、学生食堂（カレッ

ジホール）を研究館１階に設置している。学生食堂は約 60 名が収容できる席数を整備

しており、また食堂に隣接したオープンテラスに、食事ができるウッドテーブルが設

けられている。例年、学生食堂の営業時間は通常 11 時半から 13 時半までであり、営

業時間外はラウンジスペースとして開放されているが、令和 2 年度より新型コロナウ

ィルス感染拡大防止のために学生食堂は営業を行わず、外部業者によるパンの販売に

切り替えている。パン販売は令和 3 年度に 1 社、令和 4 年度に 3 社依頼し、曜日によ

って担当が変わり販売内容もそれに合わせ変わっている。また学生食堂は子ども学科

2 年生の食事スペースとして座席指定、対人距離の確保を行っている。同様に国文学科

1・2 年生と子ども学科 1 年生も別の教室等に食事スペースが用意されている。 

宿舎が必要な学生の支援については、学生寮（松翠寮・グリーンハイツ）を設置し対

応している。学務課は寮生が快適に生活できるよう支援にあたっている。学生寮以外
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で宿舎が必要な学生のほとんどは不動産会社の斡旋により宿舎を決めているが、問い

合わせがある場合は相談に応じるなど不都合のないように配慮している。 

通学のための便宜を図るために、敷地内に約 80 台収容可能な無料の学生駐車場を設

けている。利用者には自動車・自動二輪者での通学許可証を発行し、事故のない安全な

通学・駐車を呼びかけている。また自転車通学者のためには屋根付きの駐輪場を配置

している。 

奨学金等、学生への経済的支援のために、本学では各種奨学金（支給）の制度を設け

ている。その選考は奨学生選定委員会が行い協議を経た後に教授会の協議に付され、

学長が決定する。高等教育の修学支援新制度（授業料減免・給付型奨学金）及び日本学

生支援機構貸与型の奨学金（第一種奨学金、第二種奨学金）については、年度初めに総

務課と学務課職員が内容・書類作成・手続き等についての説明を行っている。また、本

学独自のものとして学業等成績優秀者奨学金・社会活動等優秀活動者奨学金があり、

学業成績や体育競技・文化活動に優秀であり人物共に優秀な学生を経済的に支援する

目的で設けられている。また、災害の被害や経費支弁者の死亡など生活が困難になっ

た学生の支援も行っており、経済困難により支援を要する学生への奨学金の給付およ

び入学金の減免制度も設けている。その他、学外の奨学金制度についても適宜紹介し

ている。令和 4年度入学生における学内の成績優秀者奨学金の利用者は 9名であった。

高等教育の修学支援新制度の利用者は 24 名であった。日本学生支援機構貸与型の第一

種奨学金の利用者は 16 名、第二種奨学金の利用者は 16 名であった。 

学生の健康管理、メンタルヘルスケアやカウンセリングの体制について、学生の健

康管理は、学務課の学生支援担当者が担っており、学内での傷病や体調不良の応急処

置・休養等、日常の健康相談に応じている。令和 3 年度から新型コロナウィルス感染

症拡大防止のために、校舎入り口に顔認証サーマルカメラの設置、学生及び教職員に

対して日々の体温検診を義務付け、学務課が健康管理を行っている。そして、新型コロ

ナウィルス感染症に対する感染不安のため通学・登校に不安を抱える学生に、対面授

業から遠隔授業への配慮申請が行えるよう整えた。申請が認められた学生は遠隔・リ

アルタイムで授業を受講するため、通学やキャンパス内での感染不安から解放される。

また、例年通り年度初めに全学生対象に定期健康診断を実施している。学校生活上配

慮が必要な学生については、学務課だけでなく担任・授業担当者等と関係者間で連絡

を取り合いながらきめの細かい対応をしている。メンタルヘルスケアに関しても平成

29 年度から非常勤のキャンパスカウンセラーを配置して月１回程度希望する学生に対

応し、その相談の概要は学務課が報告を受け、必要があれば担任と保護者に伝えるこ

とで連携をとっている。カウンセリングにおいては、心の健康（ストレス等）、学生生

活への適応問題、対人関係、進路・適性の問題、家庭の問題等多岐にわたる相談対応を

行っている。学内で配慮が必要な学生については学生委員会にて協議し対応を決定し

ている。 

学生生活に関する学生の意見や要望を聴取するため、毎年度 1 回「学生懇談会」を

開催している。設備、授業、食堂等に関する要望を広く学生から募り、それをもとに意

見交換を行い、得られた結果を全学生に公表する。学生の意見・要望等を汲み上げる貴

重な機会となっている。今年度は 2 月に実施した。 
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身体に困難がある学生の受け入れの体制としては、車イスを使用する学生に対応で

きるような設備の整備に努めている（バリアフリーのトイレ、スロープなど）。令和 2

年度に車いすの台数を増やし、車いすでの受講に負担がないように教室の変更を行う

などをしている。また、学生委員会を通じて個別にサポートをしていく体制が整って

いる。 

長期履修生を受入れる体制について、本学では長期履修制度は設けていない。 

学生によるボランティア活動については、令和 4 年度は、「春の全国交通安全運動啓

発ボランティア」に 4 名、「秋の交通安全フェスティバル」に 4 名、「年末の交通安全

のつどい」に 1 名、「子ども作品展」に 5 名が参加している。課外活動中のケガや事故

に対応できるよう各種保険に加入し、事前届出制で活動内容の把握に努めることで学

生のボランティア活動を支援している。 

 

（ｂ）課題 

ボランティア活動等の学生の課外活動については、大学および地域の活性化につな

がる重要な活動であると考えられるため、学生が積極的に課外活動を行えるような環

境を整えていく必要がある。令和 3 年度と同様に令和 4 年度も新型コロナウィルスの

影響で例年と同様の活動を行うことが難しかった。次年度の活動は慎重に世情を判断

しながら学務課、学生支援係、担当教員が連携して学生への周知や参加可能な活動を

吟味していく必要がある。 

学生支援については、学力や精神面で不安を抱える学生の増加に対して、学科のみ

ならず全学で対応力を高めていく必要がある。加えて、学生相談を自ら利用すること

が難しい学生の存在も報告されており、各学科・担任との連携が求められる。また、各

部署の学生委員会委員が担当者となり、日々の業務の中で得た情報を学生委員会で共

有し、その後に所属部署で共有している。このように相談にかかる情報経路を整備す

ることで、迅速な学生対応が実現されはじめている。次年度以降はより強固で円滑な

相談体制の確立が望まれる。 

キャンパスカウンセラーは現在非常勤講師が相談依頼を受けて来学する形をとって

いる。より充実した学生支援を目指し、キャンパスカウンセラーと学生担当教員との

連携強化や学生への周知徹底を行っていくことが必要である。 

 

［区分 基準Ⅱ-B-4 進路支援を行っている。］ 

※当該区分に係る自己点検・評価のための観点 

（1） 就職支援のための教職員の組織を整備し、活動している。 

（2） 就職支援のための施設を整備し、学生の就職支援を行っている。 

（3） 就職のための資格取得、就職試験対策等の支援を行っている。 

（4） 学科・専攻課程ごとに卒業時の就職状況を分析・検討し、その結果を学生の

就職支援に活用している。 

（5） 進学、留学に対する支援を行っている。 

 

＜区分 基準Ⅱ-B-4 の現状＞ 
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（ａ）現状 

各学科にて就職支援担当者を配置するとともに、学務課キャリア支援係との連携の

下、学生の情報交換や各種セミナーなどを実施している。 

キャリア支援係を中心に、子ども学科で連携し公務員対策講座などを実施している。

子ども学科教員も、面接・小論文対策等を実施している。漢字検定 2 級取得への指導

を積極的に行っている。また、長浜市との連携の下、公立園の現状や公務員試験につい

て情報を得る機会を設ける、長浜市内私立園の保育就職フェアを開催するなど、学生

の希望や要望に沿った就職支援を実施している。また、卒業生と在学生の情報交換の

場として「ぶんぶんのつどい」を例年行っているが、令和 2～3 年度は新型コロナウィ

ルス感染症の影響を考慮し実施しなかった。令和 4 年度は新型コロナウィルス感染症

対策を行い、在学生との交流はやめ、卒業生と教員による卒業後のフォローアップを

行った。 

学務課キャリア支援係より卒業時の就職状況の一覧を作成し、学内で共有し、学生

支援への活用につなげている。 

進学に対する支援については、担任面談等で個別の状況を把握し、支援を行ってい

る。 

（ｂ）課題 

就職状況を分析し、進路指導に活かす取組みとしては、学務課キャリア支援係を中

心に手厚い支援が行われており、効果を発揮している。その一方で、就職活動を休止し

てしまっている学生や、就職に対して不安や迷いが生じている学生がいるのも事実で

ある。働くことに対するポジティブなイメージの構築を根ざしたキャリア教育を行っ

ていく必要がある。 

進学・留学に対する支援の実施については、相談等は少ないものの、相談がなされた 

場合にはキャリア支援係と子ども学科教員を中心とした支援体制の構築を行っていく

必要がある。 

 


